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第一部　【企業情報】

第１　【企業の概況】 

１　【主要な経営指標等の推移】

回　　　　次 第 20 期 第 21 期 第 22 期 第 23 期 第 24 期
決 算 年 月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月

売上高　　　　（千円） 150,750 144,991 251,126 279,626 255,365 
経常損益　　 （千円） 6,272 3,291 21,619 6,096 △ 6,597 
当期純損益　（千円） 3,369 1,610 12,608 3,140 △ 5,374 
持株法を適用した場合
の投資利益 － － － － －

資本金　　　 （千円） 480,000 480,000 480,000 480,000 480,000 
発行済株式総数　（株） 9,600 9,600 9,600 9,600 9,600 
純資産額　　 （千円） 475,617 477,228 489,836 492,977 487,603 
総資産額　　（千円） 509,932 502,099 641,041 647,469 634,242 
１株当たり純資産額　
（円）

49,543.50 49,711.27 50,024.68 51,351.84 50,792.02 

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配
当額）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

１株当たり当期純利益金
額（円）

350.95 167.76 1,313.40 327.16 △ 559.82 

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額 － － － － －

自己資本比率　　 　（％） 93.2　 95.0　 76.4　 76.1　 76.9　
自己資本利益率 　　
（％）

0.7　 0.3　 2.6　 0.6　 △ 1.1　

株価収益率 － － － － －

配当性向 － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー（百
万円）

13　 0　 35　 △ 30　 △ 9　

投資活動による
キャッシュ・フロー（百
万円）

△ 140　 △ 25　 －　　 － 297　

財務活動による
キャッシュ・フロー － － － － －

現金及び現金同等物の
期末残高　 　　　（百万
円）

71　 46　 81　 51　 339　

従業員数　　（人） 8 8 8 8 10

（注）１　当社は連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等
の推移に
　　　　 ついては記載しておりません。 　　　
　　　２　潜在株式調整後の1株当たり当期純利益金額については、1株当たり当期純損失が計上され
ており、
　　　　 また新株引受権付社債および転換社債の発行がないため記載しておりません。 　　　
　　　３　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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　　　４　従業員数は、平成12年3月期より就業人数を表示しています。
　　　５　純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する
会計
　　　　基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の
適用指針」
　　　（企業会計基準適用指針第8号）を適用しています。

２　【沿革】 

　昭和６２年１２月　　　　株式会社　秩父開発機構を設立、リゾート関連事業を開始

　昭和６３年　６月　　　　埼玉県秩父市に支店開設

　平成　５年　３月　　　　秩父支店閉鎖

　平成　５年　６月　　　　埼玉県秩父市に本社移転

　平成　５年　７月　　　　資本金5,000万円増資

　平成　７年　３月　　　　秩父市野坂町より秩父市番場町へ本社移転

　平成　９年　３月　　　　秩父市番場町より秩父市野坂町へ本社移転

　平成１８年　４月　　　　秩父市野坂町より秩父市東町へ本社移転

　 

３　【事業の内容】

　当社は、秩父リゾート構想により県から委託を受け企画、イベント業務、長瀞総合射撃場の管理
運営業務を行っている。 事業内容の売上構成比率を示すと、次のとおりである。 

事 業 区 分
　

事　業　内　容
　

売　上　構　成　比　率 （％）
第２３期

平成21年4月～平成22
年3月

第２４期
平成22年4月～平成23

年3月
秩父公園
受託業務

秩父公園運営業務
５７．６　 ５１．８　

長瀞総合射撃
場

射撃場の使用料、クレー
等、
レストラン、土産品の販売

１９．６　 ２６．９　

花の回廊 フラワーガーデン運営業
務

３．３　 ２．８　

彩の国ふるさ
と

秩父観光情報
館

彩の国ふるさと秩父観光
情報館の運営管理委託 ３．６　 －

広告代理店 テレビ埼玉による広告代
理店業

２．５　 ２．２　

そ　の　他 損害保険代理業、清涼飲料
販売

５．０　 １６．３　

絹　　　座 喫茶　ガラスギャラリー ８．４　 －
合　　　計 　 １００．０　 １００．０　

４　【関連会社の状況】 

EDINET提出書類

株式会社　秩父開発機構(E04813)

有価証券報告書

 3/42



名　　　称 住　　所 主要な事業
の内容

議決権等の披所有
割合

関　係　内　容

（その他の関係会
社）
埼　玉　県
　

　埼玉県
さいたま市
　

受託業務 直 　接
２５．６％

　

　当社の受託業務を
している。
役員の兼任等・・
・有

　 　 

５　【従業員の状況】

　（１）提出会社の状況 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２３年３月３１日現在） 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

１０ ４１．２ １２．２ ３，４１０，８７７

　　 

（注）１．従業員は就業人員であり、臨時、嘱託及び出向者は除いている。
　　　２．従業員の定年は、満６０才に達したときとする。ただし会社が業務上の必要がある場合本
人の能力、
　　　　 成績及び健康状態などを勘案して選考のうえ、あらたに採用することがある。 
　　　３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　（２）労働組合の状況 　　　　　　現在なし。 
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第２　【事業の状況】

　１ 【業績等の概要】 

　　（１）業 績

 

　当社の当事業年度の業務内容は、「長瀞総合射撃場」の受託額が増えたものの、前事業年
度で「ふるさと秩父情報館」運営業務及び「絹座」の撤退、異常気象による「花回廊」へ
の影響などにより、売上は25,536万円となり、前事業年度に比べ2,426万円減少しました。 
　 一方、指定管理業務では良好、堅実な管理運営を行うとともに、各事業部門において社員
の営業努力と経費削減に努めましたが、△659万円の経常利益となり、前事業年度に比べ
1,269万円の減少となりました。この結果、当事業年度におきましては、537万円の当期純損
失を計上する事となりました。 　なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 　 　 

　　（２）キャッシュ・フロー（直接法） 

 

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度に比べ、
288百万円増加し、当事業年度末の残高は339百万円となりました。
　 （営業活動によるキャッシュ・フロー）
　 当事業年度における営業収入は、売上高の減少及び売上原価の増加により減少しました
が、営業支出が前年同期に比べ減少したため、前事業年度より12百万円増加となりました。 
　 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
　 当事業年度は投資有価証券の償還による収入が417百万円ありましたが、新規に投資有価
証券の支出が120百万円あり、前年同期に比べ297百万円の増加となりました。 
　 （財務活動によるキャッシュ・フロー）
　 当事業年度に、財務活動による資金の使用はありませんでした。 　 　 　 　

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

　　（１）生産実績 

　　　　　該当事項なし

　　（２）受注状況

　　　　　該当事項なし

　　（３）収益実績

　　　 　当事業年度における収益実績を事業部門別に示すと、次のとおりである。 

事 業 部 門 別
　 

金　額

（単位千円） 前年比（％）

秩父公園受託業務 160,403 99.7
長瀞総合射撃場

1.射撃場使用料他
2.競技強化拠点施設整備業務

3.ライフル関係
4.レストラン売上
5.土産品他売上

小　計

29,185
33,323
3,528
727

1,893
68,656

100.7
184.7
98.2
71.8
50.8
124.0

花の回廊 　7,178 76.9
広告代理店 　5,722 82.1
そ の 他 13,406 99.9
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合　　計 255,365 91.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ 【対処すべき課題】 

 

　当社は、埼玉県からの指定管理業務として、「秩父公園」、「長瀞総合射撃場」の運営管理
業務を行っていますが、平成24年3月で契約の更新となり、当社の柱である両方の事業の契
約が更新できるよう社員一丸で努力しなければならない。 　また、当社の自主事業である
「花回廊」におきましては、利用者の増加を図り、花の維持管理及び営業活動を強化し、増
加をねらわなければならない。 　 　

４ 【事業等のリスク】

 

　当社の経営及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、以下のようなものがあ
る。 なお、将来に関する事項は、届出書提出日現在において当社が判断したものでありま
す。 　 　　（１）当社の業務について 　当社は、春（４月下旬から６月中旬）及び秋（８月中
旬から１１月中旬）に「花回廊」として花鑑賞事業を行っていますが、寒波と猛暑の影響
で花の開花が遅れ入場者数が下回り、季節的変動の影響で売上が減少する。また、東日本大
震災の影響で自粛ムードが広がり、観光客が減少することが予測され、秩父公園の自主事業
の売上に影響を及ぼす。 　 　 　 　

５ 【経営上の重要な契約等】 

　　　　　該当事項なし

６ 【研究開発活動】

　　　　　該当事項なし

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（１）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ
れております。その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益、費用の
報告金額及び開示に影響を与える見積りが必要であり、経営者はこれらの見積りについて過去の
実績等を勘案し、合理的に判断しています。 

　 （２）当事業年度の財政成績の分析 　（流動資産） 　当事業年度の流動資産の残高は484,561千
円となり、293,283千円増加となりました。現金及び預金の増加が287,729千円となり、主な要因で
あります。 　 　（固定資産） 　当事業年度の固定資産の残高は、121,267千円となり、297,038千円減
少しました。主な減少の要因は、投資有価証券の償還によるものです。 　 　（繰延資産） 　当事業
年度の繰延資産の残高は、28,414千円となり、内容は開発費によるものです。 　 　 　（流動負債） 　
当事業年度の流動負債は、125,455千円となり、10,609千円減少しました。主な減少の要因は、買掛
金と未払費用の減少によるものです。 　 　（固定負債） 　当事業年度の固定負債は、21,184千円と
なり、内容は退職給付引当金となります。 　 　（純資産） 　当事業年度の純資産は、487,603千円と
なり、5,374千円減少しました。減少の原因は、繰越利益剰余金の減少となります。 

　 （３）当事業年度の経営成績の分析 　当事業年度の経営成績は、「長瀞総合射撃場」が３月の
震災の影響でガソリン不足となり、ほとんど３月の売上がなく、また、「花回廊」については気候
の問題で花が咲かず、利用客から料金を一部得る事が出来ず、また、前年度まで計上されていた
「ふるさと観光情報館」が受託業務終結となり、売上高は24,260千円（前年比△8.7％）減少とな
りました。 　これに対し、利益面については人件費及び支払家賃の削減をし、販売費及び一般管理
費は8,523千円（前年比△7.5％）減少しましたが、売上高の減少が響き、当期利益は△5,374千円
の結果となりました。
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　 （４）経営成績の重要な影響を与える要因について 　埼玉県から、指定管理として「秩父公
園」「長瀞総合射撃場」の受託業務を継続して行っているが、受託金額が削減しており、「花回
廊」をオープンして２度目ですが、気候の影響により花の開花が遅く、予測の利用客を下回る事
があります。 　 　 　　（５）戦略現状と見通し 　「花回廊」について、花の開花を保つよう土質を改
良してオープン期間を拡大し、また、埼玉県及び秩父市からの受託業務の増加を計り、売上増加を
計る構えです。 

　 （６）資本の財源及び資金の流動性についての分析 　①キャッシュ・フロー 　当事業年度の
キャッシュ・フローの状況については、第2「事業の状況」1.「業績等の概要」に記載しており
ます。

　 （７）経営者の問題認識と今後の方針について 　経営者として、当社の売上80％を占める「秩
父公園」「長瀞総合射撃場」の指定管理を継続して行われるよう、管理体制を整え、更に「花回
廊」へ利用客が増加するよう、他のイベントと抱き合わせる事を積極的に努力する。また、東日本
大震災の影響で自粛ムードが広がっているが、利用者が秩父市に興味を持つようサービス向上を
努め、埼玉県、秩父市と共に事業を取り組む所存です。 　　
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第３　【設備の状況】 

　 （１）【設備投資等の概要】 

　　　　　該 当 事 項 な し

　 （２）【主要な設備の状況】 

区　分

事業所

建　　　　　物 建物
付属設備

工具器具
備品

投資
資本計 従業員

数面　　積 金 額 金　　額 金　　額 金　　額
本　社
事務所

（84）㎡
84

千円
0

千円
271

千円
106

千円
　 

名
10

合　計 84 0 271 106 　 10

注）１．（　）書きは内書で賃借面積を示している。
　　 ２．本社事務所は埼玉県より賃借しておいる。
　　 ３．投資資本の金額は有形固定資産の帳簿価格である。
　　 ４．リース契約による主な賃借設備は下記の通りです。 

名　　称 台　数 リース期
間

年間リース
料

リース残高 摘　　要

ファックス複写
機

３セッ
ト

５年 691 千円 254 千円 　

車輌運搬具 他 ２ 台 ５年 10 千円 　0 千円 　

　 　 

（３）【設備の新設、除却等の計画】

　 　 

　　　　　該 当 事 項 な し 
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第4　【提出会社の状況】 

１　【株式等の状況】

　 （１）【株式の総数等】 

　　　① 【株式の総数】 

種　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 34,400
計 34,400

　　 

　　　② 【発行済株式】 

種類
発　　行　　数 上場金融商品取引

所又は登録認可金
融商品取引業協会
名

内 容
　 事業年度末現在

(平成23年3月31日)
提出日現在

(平成23年6月29日)

普通
株式
　 

9,600　株 9,600　株 非上場
非登録
　 

－

（注）株式の譲渡制限に関する規定は、次の通りです。 
　 当社の発行する全部の株式について会社法第107条第1項第1号に定める内容（いわゆる譲渡制
限）を定めており、当該株式の譲渡又は取得について取締役会の承認を要する旨を定款第9条に
おいて定めております。 

　 （２）【新株予約権等の状況】 

　　　　該当事項はありません。 

　 （３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。 

　 （４）【ライツプランの内容】 

　　　　該当事項はありません。

　 （５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年 月 日
発行済株式総数
（株）

資 本 金（千円） 資本準備金
（円）

増減数 残　高 増減数 残　高 増減数 残　高

平成23年3月31日 － 9,600 － 480,000 － －

　 　 

　（６）【所有者別状況】
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区　分
株式の状況（１単位の株式数　株） 単元

未
満株
式
の状
況

政府及び
地

方公共団
体

金融機
関

金融商
品
取引業
者

その他
の法人

外国法人等 個　人
その他

計

個人以
外

個 人

株主数 7人 11 － 92 － － － 110 －

所　有
株式数 3,160 株 1,440 － 5,000 － － － 9,600 －

　 割合 32.91 ％ 15.00 － 52.08 － － － 100.00 －

　 　 　 

　（７）【大株主の状況】

　 　 　 

氏 名 又 は名 称
　

住　　　　　所
　

所有株式
数
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
の割合
（％）

埼　玉　県 さいたま市浦和区高砂３丁目１
５番１号

2,460　 25.6 

西武鉄道株式会社 埼玉県所沢市くすのき台１丁目
１１番１号

900 9.4

秩　父　市 埼玉県秩父市熊木町８番１５号 458 4.8
株式会社 埼玉りそな

銀行
さいたま市浦和区常盤７丁目４
番１号

420 4.4

太平洋セメント 株式
会社

中央田区明石町８丁目１号聖路
加タワー

400 4.2

西武建設 株式会社 埼玉県所沢市くすのき台１丁目
１１番２号

300 3.1

あいおいニッセイ同和
損害保険 株式会社

東京都渋谷区恵比寿１丁目２８
番１号

220 2.3

秩父鉄道 株式会社 埼玉県熊谷市曙町１丁目１番地 200 2.1
株式会社 武蔵野銀行 さいたま市大宮区桜木町１丁目

１０番８号
200 2.1

小 鹿 野 町 埼玉県小鹿野町大字小鹿野８９
番地

170 1.8

日本興亜損害保険 株
式会社

東京都千代田区霞ヶ関３丁目７
番３号

160 1.7

日本瓦斯 株式会社 東京都中央区八丁堀３丁目５番
２号

160 1.7

計 　 6,048 63.0 
　 　 

　（８）【議決権の状況】

　 　 

　　①　【発行済株式】 

区　　　分 株式数(株) 議決権の数(個) 内　　容

無議決権株式 － － 　
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議決権限株式(自己株式等
)

－ － 　

議決権限株式(その他) － － 　

完全議決権株式(自己株式
等)

－ － 　

完全議決権株式(その他) 普通株式
9,600

9,600 　

単元未満株式 － － 　

発行済株式総数 9,600 － 　

株主の議決権 － 9,600 　

　 　 

　　②　【自己株式等】

　 　 

所有者の氏名又は
名称
　

所有者の住
所
　

自己名義所
有
株式数(株)
　

他人名義所
有
株式数(株)
　

所有株式
数の合計
　

発行済株式総
数
に対する所有
株
式数の割合

　 　 － － 　 　

計 　 － － 　 　

　 　 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　 　 

　　　　　該当事項はありません。

　 　 

２　【自己株式の取得等の状況】 

　 　 

　（１）【株式の種類等】

　 　 

　　① 【株主総会決議による取得の状況】 

　 　 

　　　　　該当事項はありません。 

　 　 

　　② 【取締役会決議による取得の状況】

　 　 

　　　　　該当事項はありません。
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　　③ 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　 　 

　　　　　該当事項はありません。

　 　 

　　④ 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　 　 

　　　　　該当事項はありません。

　 　 

３ 【配当政策】 

　 　 

　配当政策については、株主の皆様に対する安定的な利益還元の維持を重視し、業績に対応した配
当を行うことを基本としております。当社の剰余金の配当は期末配当の年1回を基本方針として
おり、配当の決定機関は株主総会であります。当事業年度は花回廊の業績が伸び悩み、経費の削減
なども行いましたが、当期においては利益を得ることが出来ませんでした。これにより繰越利益
が減少した為、配当は見送られております。 　 　 

　 　 

４ 【株価の推移】

　 　 

　　　当社は非上場につき、該当はありません。 
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５ 【役員の状況】 

　（１）役員の主要略歴及び所有株式数 

役
名
職
名

氏　名 生年月日 略　　　　　　歴

所
有
株
式
数

取
締
役
社
長

代
表
取
締
役

田代 勝三
昭和25年
3月4日生

昭和47年 3月　東洋大学社会学部社会学
科卒業
昭和47年 4月　秩父市役所就職 民生部保
険年金課
平成 8年 4月　総務部ダム対策課長
平成14年 4月　教育委員会政策監
平成17年 4月　産業経済部長
平成19年 3月　秩父市副市長
平成22年 6月　当社代表取締役社長就任
（現在）

－

取
締
役

久喜 邦康
昭和29年
5月30日

昭和63年 3月　日本医科大学大学院卒業
昭和63年 5月　久喜医院開業
平成18年 5月　秩父市市議会議員
平成21年 5月　秩父市長（現在）
平成21年 6月　当社取締役就任（現在）

－

取
締
役

大谷 隆男
昭和30年
10月28日
生

昭和53年 3月　横浜国立大学経営学科卒
業
昭和53年 4月　秩父セメント株式会社 入
社
平成 6年10月　秩父小野田株式会社経理
部経理課長
平成19年 6月　太平洋セメント（株）監
査役室長
平成22年 6月　秩父鉄道（株）取締役
平成22年10月　秩父鉄道（株）常務取締
役（現在）
平成23年 6月　当社取締役就任（現在）

－

取
締
役

倉田　哲
昭和23年
12月10日
生

昭和47年 3月　埼玉大学理工学部卒業
昭和47年 4月　秩父セメント（株）入社
平成 6年10月　秩父小野田（株）経営企
画部
平成10年10月　太平洋セメント（株）
経営企画部副部長
平成14年 6月　同社埼玉工場長
平成17年 6月　秩父太平洋セメント(株)
代表取締役社長(現在)
平成17年 6月　当社取締役就任（現在）

－

取
締
役

福島 弘文
昭和17年
5月8日生

昭和40年 3月　日本大学経済学部卒業
昭和40年 4月　学校教諭
昭和59年11月　小鹿野町議会議員
平成 6年11月　小鹿野町議会議長
平成21年10月　小鹿野町長（現在）
平成22年 6月　当社取締役就任（現在）

－
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取
締
役

村越 隆男
昭和34年
12月25日
生

昭和53年 3月　秩父農工科学高校農業科
卒業
昭和53年 3月　西武鉄道株式会社入社
平成 9年 7月　西武レクリエーション(株)
所属替
平成14年 9月　西武長瀞ホテル担当支配
人
平成19年 5月　西武遊園地支配人
平成22年 3月　管理部飯能秩父地区次長
兼秩父仲見世事務所支配人（現在）
平成22年 6月　当社取締役就任（現在）

－

取
締
役

高橋 信一郎
昭和12年
11月26日
生

昭和35年 3月　工学院大学工学部建築科
卒業
昭和35年 4月　高橋組入社
昭和37年12月　(株)高橋組を設立・代表
取締役就任
平成19年11月　秩父商工会議所会頭（現
在）
平成20年 6月　当社取締役就任（現在）

－

取
締
役

川上 和宏
昭和28年
9月10日
生

昭和54年 3月　早稲田大学大学院商学科
修了
昭和54年 4月　埼玉県庁　入庁
平成17年 4月　企業局管理部総務課 課長
平成19年 4月　教育局財務課 課長
平成21年 4月　秘書課 課長
平成23年 4月　企画財政部地域政策局長
（現在）
平成23年 6月　当社取締役就任（現在）

－

取
締
役

松岡　進
昭和27年
12月6日
生

昭和54年 3月　東北大学大学院工学部精
密学科卒業
昭和54年 4月　環境部環境管理課 技師
平成 7年 4月　住宅都市部新都心管理課 
主幹
平成12年 4月　松伏町 助役
平成19年 4月　総合政策部改革政策局長
平成22年 4月　産業労働部部長（現在）
平成22年 6月　当社取締役就任（現在）

－

取
締
役

吉原　琢 昭和32年
10月19日
生

昭和56年 3月　慶應義塾大学商学部卒業
昭和56年 4月　埼玉銀行入行
平成13年 7月　あさひ銀行 東大宮支店長
平成16年 4月　埼玉りそな銀行 上尾支店
長
平成22年 3月　秩父支店長（現在）
平成22年 6月　当社取締役就任（現在）

－

取
締
役

総
務
部
長

岡田 光幸
昭和23年
3月26日
生

昭和45年 3月　法政大学経営学部経営学
科卒業
昭和45年 3月　西武鉄道株式会社入社 飯
能駅駅務掛
昭和51年12月　西武不動産株式会社へ出
向
昭和57年 9月　西武商事株式会社へ出向
平成 1年 2月　当社へ出向
平成19年 4月　当社総務部長（現在）
平成20年 6月　当社取締役就任（現在）

－
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監
査
役

河田　優
昭和32年
1月25日
生

昭和55年 3月　明治大学商学部卒業
昭和55年 4月　株式会社 武蔵野銀行 入行
平成12年10月　人事部 部長代理
平成14年11月　人事部 参事役
平成17年 4月　熊谷東支店長
平成20年 6月　秩父支店長（現在）
平成22年 6月　当社監査役就任（現在）

－

監
査
役

岩橋　薫
昭和27年
6月9日生

昭和51年 3月　東京都立大学法学部法律
学科卒業
昭和51年 4月　埼玉県入庁
平成15年 4月　健康福祉部 児童虐待対策
室長
平成17年 4月　福祉部 こども安全課長
平成20年 4月　福祉部　副部長
平成23年 4月　会計管理者（現在）
平成23年 6月　当社監査役就任（現在）

－

　 　 　 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】　 

　（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　 ※ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 　当社のコーポレート・ガバナンスに
関する基本的な考え方は、企業価値を高めるために重要な課題であり、経営の効率化と透明性の
向上に努めてまいります。

　　① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

 

イ 会社の機関の基本説明 　当社は監査役設置会社であり、経営に関する機関として株主総
会、取締役会のほか部長役付会議を設けております。 　 　 　　 　

ロ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 　当社の内部統制システムといた
しましては、トップマネージメントの戦略を強化するため、社長を主要メンバーとする経営
会議を設け、事業計画の達成状況の把握と戦略に関する協議を行い、また業務の有効性と効
率性、財務報告の信頼性からより一層の内部統制システム充実を図る所存です。 

ハ 内部監査及び監査役監査の状況 　業務運営にあたり、全案件を常勤役員及び部長、課長全
員の出席による各種会議にて慎重に協議しその可否を決定しており、内部監査は設けてお
りません。監査役監査については平成23年3月31日現在 2名の社外監査役からなり、監査に
関する重要事項について報告を受け協議を行っています。また監査役は取締役会に出席し、
重要な意思決定の過程及び業務の執行状況の把握に努め、会計監査人または取締役もしく
はその他の者から報告を受け、協議のうえ監査意見を形成しています。

ニ 会計監査の状況 　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、稲山十四助であり、継続
監査年数は24年4ヵ月であります。同業務に係わる補助者は、公認会計士1名、その他2名で構
成しております。また、会計監査業務に対する審査体制については、会計監査として他の公
認会計士に審査を委託しております。

ホ 社外取締役及び社外監査役との関係 　当社の社外取締役は、主要株主である埼玉県より2
名、秩父市、小鹿野町より1名ずつで、その他主要株主5社より1名ずつであり、計9名です。ま
た、社外監査役についても、主要株主の埼玉県より1名、取引金融機関より1名の計2名です。

　　② リスク管理体制の整備の状況

　 　当社のリスク管理体制は、当社の属する産業の状況、社会的信用、事業の内容、経営者の経営方
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針や理念、情報技術の利用状況、事業組織や人的構成といった経営活動に関する情報の入手やリ
スク評価を行うこととする。

　　③ 役員報酬の内容

　 　当社の社内取締役に対する報酬の内容は、株主総会において報酬額の上限を定め、個々の取締
役への配分については取締役会で決定している。 　また、社外取締役に対する当会計期間につい
ての報酬はありません。

　　　　　社内取締役への支払った報酬　　取締役 １名　　２００万円

　　④ 取締役の員数 　当社の取締役は、７名以上１４名以内とする旨を定款で定めております。

　　⑤ 取締役の選任の決議要件 　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することがで
きる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款
に定めております。

　（２）【監査報酬の内容等】

　　① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

区分
　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬
（円）

非監査業務に
基づく報酬
（円）

監査証明業務に
基づく報酬
（円）

非監査業務に
基づく報酬
（円）

提出会社 1,060,000 　 1,060,000 　

計 1,060,000 　 1,060,000 　

　　② 【その他重要な報酬の内容】

　　　　該当事項はありません。

　　③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

　　　　該当事項はありません。

　　④ 【監査報酬の決定方針】

　　 　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査日数、当社の
規模、業務の特性等の要素を勘案して適切に決定しております。 
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第５　【経理の状況】 

　１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令
第59号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 
　 前事業年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ
き、当事業年度（平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づ
いて作成している。

　２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前事業年度（平成21年4月1日から平
成22年3月31日まで）及び当事業年度（平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）の財務諸表
について、公認会計士　稲山 十四助 による監査を受けている。 　 

　３．連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので連結財務諸表を作成しておりません。 

 

EDINET提出書類

株式会社　秩父開発機構(E04813)

有価証券報告書

17/42



１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年3月31日)

当事業年度
(平成23年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 50,825 338,555

売掛金 123,721 125,243

商品及び製品 1,850 2,350

前払費用 2,708 4,587

繰延税金資産 8,696 11,665

未収消費税等 1,063 －

未収還付法人税等 2,545 2,099

未収入金 － 4

その他 59 75

貸倒引当金 △191 △20

流動資産合計 191,278 484,561

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 1,781 1,781

減価償却累計額 △1,436 △1,510

建物附属設備（純額） 344 271

車両運搬具 － 777

減価償却累計額 － △129

車両運搬具（純額） － 647

工具、器具及び備品 5,029 4,885

減価償却累計額 △4,834 △4,778

工具、器具及び備品（純額） 194 106

有形固定資産合計 539 1,025

無形固定資産

電話加入権 356 356

無形固定資産合計 356 356

投資その他の資産

投資有価証券 417,409 119,885

投資その他の資産合計 417,409 119,885

固定資産合計 418,305 121,267

繰延資産

開発費 37,885 28,414

繰延資産合計 37,885 28,414

資産合計 647,496 634,242
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年3月31日)

当事業年度
(平成23年3月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 119,666 112,150

未払費用 11,029 4,755

未払消費税等 － 2,825

未払法人税等 225 225

未払事業所税 861 520

前受金 － 320

仮受金 440 －

預り金 700 741

賞与引当金 3,142 3,917

流動負債合計 136,065 125,455

固定負債

退職給付引当金 18,426 21,184

固定負債合計 18,426 21,184

負債合計 154,491 146,639

純資産の部

株主資本

資本金 480,000 480,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 12,977 7,603

利益剰余金合計 12,977 7,603

株主資本合計 492,977 487,603

純資産合計 492,977 487,603

負債純資産合計 647,469 634,242
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年4月1日
　至 平成22年4月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月1日
　至 平成23年3月31日)

売上高 279,626 255,365

売上原価

商品期首たな卸高 2,705 1,850

当期商品仕入高 32,500 52,254

その他の原価 18,043 －

当期製品製造原価 112,731 111,865

合計 165,980 165,970

商品期末たな卸高 1,850 2,350

商品売上原価 164,130 163,619

売上総利益 115,495 91,746

販売費及び一般管理費

外注費 5,197 5,625

開発費償却 9,471 9,471

販売手数料 390 420

広告宣伝費 718 1,721

役員報酬 2,004 2,004

給料及び手当 41,605 41,394

賞与 8,035 8,426

その他の人件費 8,162 5,400

賞与引当金繰入額 － 774

退職給付引当金繰入額 4,463 2,894

法定福利費 7,471 8,160

福利厚生費 826 746

賃借料 3,831 781

交際費 47 74

交通費 1,967 1,892

通信費 1,079 971

消耗品費 1,391 1,446

事務用品費 494 364

水道光熱費 5,234 4,303

租税公課 295 227

減価償却費 209 291

修繕費 2,689 1,567

保険料 224 268

研修費 23 65

貸倒引当金繰入額 191 20

会議費 110 112

リース料 1,138 724

印刷費 983 238

諸会費 239 293

その他の経費 2,562 1,957

事業税 1,327 1,133

雑費 1,760 1,856

販売費及び一般管理費合計 114,151 105,627

営業利益 1,344 △13,881

営業外収益

受取利息 125 9

有価証券利息 4,632 4,632

雑収入 35 2,651

営業外収益合計 4,792 7,292

営業外費用

雑損失 40 8
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営業外費用合計 40 8

経常利益 6,096 △6,597

特別利益

貸倒引当金戻入額 367 191

賞与引当金戻入額 215 －

退職給付引当金戻入額 － 136

特別利益合計 583 328

特別損失

固定資産除却損 851 －

役員退職慰労金 － 1,625

特別損失合計 851 1,625

税引前当期純利益 5,828 △7,893

法人税、住民税及び事業税 3,573 450

法人税等調整額 △886 △2,969

法人税等合計 2,687 △2,519

当期純利益 3,140 △5,374
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【製造原価明細書】 

　秩父公園原価明細書 

前事業年度
（自 平成21年4月

1日
至 平成22年3月31

日）

当事業年度
（自 平成22年4月

1日
至 平成23年3月31

日）

区 分
　

注記
番号

金額（千
円）
　

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

Ⅰ 材料費
Ⅱ 労務費
Ⅲ 経費
当期総秩父公園
費用
期首仕掛品たな
卸高
合計
期末仕掛品たな
卸高
当期秩父公園原
価

※1

1,458
21,233
90,038

1.3
18.8
79.9

100.0

1,249
21,404
89,211

1.1
19.1
79.7

100.0
112,731
－　

111,865
－　

112,731
－　

111,865
－　

112,731 111,865

　 　 

※１　主な内容は次のとおりである。

　 　 
項　目 前事業年度 当事業年度

　業務委託費
動力光熱費
一般管理費
修繕費
広告費
消耗品費

55,637 千円
9,637 千円

10,140 千円
8,734 千円
1,999 千円

799 千円

54,310 千円
10,165 千円
10,140 千円
8,625 千円
1,803 千円

722 千円
　 　 

原価計算の方法） 　原価計算は行っておりません。 
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年4月1日
　至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月1日
　至 平成23年3月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 480,000 480,000

当期末残高 480,000 480,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 9,836 12,977

当期変動額

当期純利益 3,140 △5,374

当期変動額合計 3,140 △5,374

当期末残高 12,977 7,603

利益剰余金合計

前期末残高 9,836 12,977

当期変動額

当期純利益 3,140 △5,374

当期変動額合計 3,140 △5,374

当期末残高 12,977 7,603

株主資本合計

前期末残高 489,836 492,977

当期変動額

当期純利益 3,140 △5,374

当期変動額合計 3,140 △5,374

当期末残高 492,977 487,603

純資産合計

前期末残高 489,836 492,977

当期変動額

当期純利益 3,140 △5,374

当期変動額合計 3,140 △5,374

当期末残高 492,977 487,603
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年4月1日
　至 平成22年3月31日)

当事業年度
(自 平成22年4月1日
　至 平成23年3月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業収入 284 255

原材料又は商品の仕入れによる支出 △156 △177

人件費の支出 △68 △65

その他の営業支出 △85 △26

小計 △25 △13

利息及び配当金の受取額 5 5

法人税等の支払額 △10 △1

営業活動によるキャッシュ・フロー △30 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の償還による収入 － 417

投資有価証券の取得による支出 － △120

投資活動によるキャッシュ・フロー － 297

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △30 288

現金及び現金同等物の期首残高 81 51

現金及び現金同等物の期末残高 51 339
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【重要な会計方針】

前事業年度
自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日

当事業年度
自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日

1.有価証券の評価基
準
及び評価方法

満期保有目的の債券
原価法

同　　　左
　

2.棚卸資産の評価基
準
及び評価方法

商品・・・最終仕入原
価法による
原価法

同　　　左

3.固定資産の減価償
却
の方法

（１）有形固定資産
法人税法の規定に基づ

く定額法

（２）少額減価償却資
産

従来の20万円以上基準
から10万円基準に変更
し、3年均等償却

（３）リース資産
所有権移転ファイナン
ス・リース取引に係る

リース資産
自己所有の固定資産に
適用する減価償却方法
と同一の方法を採用す

る。

所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係
るリース資産

リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とす
る定額法を採用する。

なお、所有権移転外ファ
イナンス・リース取引
開始日が平成２０年３
月３１日以前のリース
取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理に
よっている。

同　　　左

　

4．繰延資産の処理方
法

（１）開発費
5年均等償却を採用して
いる。

同　　　左
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5.引当金の計上基準

（１）貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸
倒損失に備える為、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込
額を計上している。

（２）賞与引当金
従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てる
ため支給見込基準によ
る損金算入限度相当額
を計上しています。

（３）退職給付引当金
従業員の退職給付に備
える為、簡便法により計
算された当事業年度末
における退職給付債務
額を計上している。

（１）貸倒引当金

同　 　左

（２）賞与引当金

同　　　左

（３）退職給付引
当金

同　　　左

6.リース取引の処理
方法

　リース物件の所有権が
借主に移動すると認め
られるもの以外のファ
イナンスリース取引に
ついては、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じ
た会計処理によってい
る。

　　　　　　　　

7.その他財務諸表作
成の
為の重要な事項

消費税及び地方消費税
の処理方法

消費税及び地方消費税
の会計処理は、税抜き処
理を採用している。

同　　　左

　 　 

【会計方針の変更】

　 　 
前事業年度

（自 平成21年4月1日
至 平成22年3月31日）

当事業年度
（自 平成22年4月1日
至 平成23年3月31日）
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（資産除去債務に関する会
計基準等）
当事業年度より、「資産除去
債務に関する会計基準」
（企業会計基準第18号 平成
20年3月31日）及び「資産除
去債務に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準
適用指針第21号 平成20年3
月31日）を適用しておりま
す。
これにより、当事業年度の営
業利益、経常利益及び税引前
当期純利益に与える影響は
ありません。また、当会計基
準の適用開始による資産除
去債務の変動はありません。

　 　 　 

【注 記 事 項】 

　 　 　 

　（貸借対照表関係） 

　 　 　 
前事業年度

（平成22年3月31日現在）
当事業年度

（平成23年3月31日現在）
有形固定資産の減価償却累計額

6,271千円
※１　授権株式数　 　 　 34,400株
発行済株式数　 　　　9,600株

有形固定資産の減価償却累計額
6,418千円

※１　授権株式数 　　 　 34,400株
発行済株式数　　　 　9,600株

　 　 　 

（株主資本等変動書関係）　 　 

　前事業年度（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日） 

　自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式 　 　 　 　

普通株式 9,600 － － 9,600
合　計 9,600 － － 9,600

　 　 

当事業年度（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数（株）
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自己株式 　 　 　 　

普通株式 9,600 － － 9,600
合　計 9,600 － － 9,600

（リース取引関係）

前事業年度
（自 平成21年4月1日　至 平成

22年3月31日）

当事業年度
（自 平成22年4月1日　至 平成

23年3月31日）
１．ファイナンス・リース取
引
（１）所有権移転ファイナン
ス・リース取引
当事業年度については、該当資
産はありません。
（２）所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引
当事業年度については、該当資
産はありません。

リース取引開始日が平成20年3
月31日以前の所有権移転外
ファイナンス・リース取引に
ついて、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じて会計処理を
行っている。
１．リース物件の所有権が借
主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リー
ス取引
①リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、減
損損失累計額相当額及び期末
残高相当額
　

１．ファイナンス・リース取
引
（１）所有権移転ファイナン
ス・リース取引
同　左
（２）所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引
同　左

リース取引開始日が平成20年3
月31日以前の所有権移転外
ファイナンス・リース取引に
ついて、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じて会計処理を
行っている。
１．リース物件の所有権が借
主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リー
ス取引
①リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、減
損損失累計額相当額及び期末
残高相当額
　

取得
価額
相当
額
（千
円）

減価償
却累計
額相当
額（千
円）

期末
残高
相当
額
（千
円）

取得
価額
相当
額
（千
円）

減価償
却累計
額相当
額（千
円）

期末
残高
相当
額
（千
円）

車両
運搬
具

2,116 2,066 50
車両
運搬
具

2,116 2,116 0

工具
器具
備品

2,413
　

1,449
　

964
　

工具
器具
備品

2,413 2,133 280

合計 4,529 3,515 1,014 合計 4,529 4,249 280

②未経過リース料期末残高相
当額等
未経過リース料期末残高相当
額
１年内　　　 　10 千円
１年超　　　　944 千円

②未経過リース料期末残高相
当額等
未経過リース料期末残高相当
額
１年内　　　　254 千円
１年超　　 　　－ 千円
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　　　　合　計　　　　954 千円

③支払リース料、減価償却費相
当額
支払リース料　　　　920 千円
減価償却相当額　　　890 千円

④減価償却費相当額の算定方
法
リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法に
よっている。

　　　合　計　　　　254 千円

③支払リース料、減価償却費相
当額
支払リース料　　　　700 千円
減価償却相当額　　　734 千円

④減価償却費相当額の算定方
法
同　左

　 　 

（金融商品関係）

　前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日）

　１．金融商品の状況に関する事項

　　（１）金融商品に対する取組み方法 　当社は、資金運用については短期的な預金及び国債等に
限定して運用しております。

　　（２）金融商品の内容及びそのリスク 　デリバティブ取引は全く行っておりません。また、投
資有価証券は国債であり、時価の把握を行っております。 

　　（３）金融商品に係るリスク管理体制 　営業債権である売掛金及び営業債務である買掛金に
ついては、各事業部門における管理部が取引先ごとに沿って期日及び支払を管理し、財務状況等
が悪化にならないよう本社で同様の管理を行っている。

　 ２．金融商品の時価等に関する事項 　平成22年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額については、次のとおりであります。 

貸借対照表計
上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（１）現金及び
預金

50,825 50,825 －

（２）売掛金 123,721 123,721 －

（３）投資有価
証券

417,409 417,409 －

（４）買掛金 119,666 119,666 －

（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　（１）現金及び預金、並びに（２）売掛金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。 

　　（３）投資有価証券

　　　これらの時価について、国債は市場価格によっております。

　　（４）買掛金
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　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）及
び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（会計基準適用指針第19号 平成20年3月10
日）を適用しております。

　当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） １．金融商品の状況に関する事項 

　　（１）金融商品に対する取組み方法 　当社は、資金運用については短期的な預金及び国債等に
限定して運用しております。

　　（２）金融商品の内容及びそのリスク 　デリバティブ取引は全く行っておりません。また、投
資有価証券は国債であり、時価の把握を行っております。

　　（３）金融商品に係るリスク管理体制 　営業債権である売掛金及び営業債務である買掛金に
ついては、各事業部門における管理部が取引先ごとに沿って期日及び支払を管理し、財務状況等
が悪化にならないよう本社で同様の管理を行っている。

　 ２．金融商品の時価等に関する事項 　平成23年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額については、次のとおりであります。 

貸借対照表計
上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（１）現金及び
預金

338,555 338,555 －

（２）売掛金 125,243 125,243 －

（３）投資有価
証券

119,885 119,885 －

（４）買掛金 112,150 112,150 －

（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　（１）現金及び預金、並びに（２）売掛金 

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

　（３）投資有価証券

　　これらの時価について、国債は市場価格によっております。

　（４）買掛金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

　 （有価証券関係） 

　　前事業年度（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日）
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　　　　　　時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額
　　　　　　 満期保有目的の債券
　　　　　　　　　 地 方 債　　　　　30百万円
　　　　　　　　　 国　　債　　　　 387百万円

　 　　当事業年度（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）
　　　　　　 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額
　　　　　　 満期保有目的の債券
　　　　　　　　　 地 方 債　　　　 30百万円
　　　　　　　　　 国　　債　　　　 89百万円

　 （デリバディブ取引関係）
　　　 前事業年度（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日）
　　　　　　 当社は、デリバディブ取引をまったく利用しておりませんので該当事項ありません

　　　 当事業年度（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）
　　　　　　 当社は、デリバディブ取引をまったく利用しておりませんので該当事項ありません

　 （退職給付関係） 
　　１．採用している退職給付制度の概要
　 　 当社は、簡便法を採用し退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする制度を
設けている。

　 ２．退職給付債務に関する事項 

前事業年度
平成22年3月31日
（千円）

当事業年度
平成23年3月31日
（千円）

イ．退職給付債務
ロ．年 金 資 産
ハ．未積立給付債務

ニ．退職給付引当金

18,426
－

18,426
18,426

21,184
－

21,184
21,184

　 ３．退職給付費用に関する事項

前事業年度
平成22年3月31日
（千円）

当事業年度
平成23年3月31日
（千円）

イ．勤務費用
ロ．退職給付費用

4,463
4,463

2,894
2,894

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
平成22年3月31日
（千円）

当事業年度
平成23年3月31日
（千円）
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繰延税金資産
貸倒引当金
未払賞与引当金
未払事業税等
退職給付引当金
繰延欠損金

　 78
1,069

73
7,476
－ 

　　 8
1,020
207

8,712
1,718

繰延税金資産合計 8,696 11,665

（企業結合等関係） 
　　 前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日）
　　　　　 該当事項はありません。

　　当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日）
　　　　　 該当事項はありません。 

（資産除去債務関係）
　　 前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日）
　　　　　 該当事項はありません。

　　当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日）
　　　　　 該当事項はありません。

（賃貸等不動産関係）
　　 前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日）
　　　　　 該当事項はありません。

　 　 当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日）
　　　　　 該当事項はありません。 

（持分法損益等）

　　前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日）
　　　　　 該当事項はありません。
　　 当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日）
　　　　　 該当事項はありません。 

【関連当事者情報】

　　 前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日）
　　　　　該当事項はありません。

　　当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日）
　　　　　 該当事項はありません。 　 　 　 （１株当り情報）

前 事 業 年 度
自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日

当 事 業 年 度
自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日

１株当り純資産額　　　　 51,351.84 円
１株当り当期純利益　　　　　327.16 円

潜在株式調整後１株あたり当期純利
益額
－ 　　円

１株当り純資産額　　　　50,792.02 円
１株当り当期純利益　　　△ 559.82 円

潜在株式調整後１株あたり当期純利
益額
－　　円

（注）１．潜在株式調整後１株当り当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して
いない。
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　　　２．１株当り当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前 事 業 年 度
自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日

当 事 業 年 度
自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日

当期純利益 （千 円） 3,140 △ 5,374
普通株主に帰属しない

金額
（千 円）

－ －

（うち　　　　　　） － －

（うち　　　　　　） － －

普通株式に係る当期純
利益

（千 円）
3,140 △ 5,374

普通株式の期中平均株
式数
（ 株 ）

9,600 9,600
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⑤【付　属　明　細　表】

　【有価証券明細表】 

　　　　　【債券】 

銘　　　柄 券面総額
（千円）

貸借対照表計上
額（千円）

投資有価証
券

満期保有
目的の債
券

第2回彩の国みらい債 10,000 10,000
第1回彩の国みらい債 10,000 10,000
第2回彩の国みらい債 10,000 10,000
利付5年国債64回債 10,000 　9,997
第298回利付国債（2

年）
50,000 49,930

第298回利付国債（2
年）

30,000 29,958

計 120,000 119,885

　【有形固定資産等明細表】

資産の種類 期首
残高
（千
円）

当　期
増加
額
（千
円）

当　期
減少
額
（千
円）

期末残
高
（千
円）

減価償却累計額
又は償却累計額 差引期末

残高
（千円）償　却

累計額
（千円）

当　期
償却額
（千円）

有形固定資産
建物付属設備
　車両運搬具
工具器具備品

1,781

4,885
777

1,781
777

4,885

1,510
129

4,778

73
129
88

271
647
106

有形固定資産
計

6,666 777 　 7,443 6,418 291 1,025

無形固定資産
電話加入権 356 356 356
無形固定資産

計
356 　 　 356 　 　 356

繰延資産
開発費 47,356 47,356 9,471 28,414
繰延資産合計 47,356 　 　 47,356 　 9,471 28,414

　【社債明細表】

　　　　該当事項なし

　【借入金等明細表】

　　　　該当事項なし

　【引当金明細表】 
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区　　分 期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当　期　減　少　額
期末残高
（千円）

目的使
用
（千
円）

その他
（千円）

貸倒引当金
賞与引当金

191　
3,142　

20　
3,917　

－
3,142

191
－

20　
3,917　

　【資産除去債務明細表】

　　　　該当事項なし 
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（２）【主な資産・負債及び収支の内容】

　当事業年度末（平成23年3月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。

　資　産　の　部

　　①　現金及び預金 

内　　　　訳 金　額 （千円）
現　　　　金 610　
当座預金 1,458　
普通預金 16,486　
定期預金 320,000 
合　　 計 338,555　

　 　 

　②　売掛金 　　　（イ）相手先別内訳 

相　　手　　先 金　額 （千円）
秩父公園収入

秩父観光農林業協会
埼玉県西北部特産協会
埼玉県父農林振興センター

西武鉄道（株）
その他　2件

117,907　
3,010　
2,028　
1,617　

147　
532　

合　　　計 125,243　
　 

　　（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　 

前期繰越
高

（千円）
（Ａ）

当期発生
高

（千円）
（Ｂ）

当期回収
高

（千円）
（Ｃ）

次期繰越
高

（千円）
（Ｄ）

回 収 率（％）
　　（Ｃ）　　 
（Ａ）＋（Ｂ）

×100

滞留期間
（日）
（Ａ）＋
（Ｄ）
　2　
（Ｂ）

365
123,721 255,365 253,843 125,243 67.0 177日
　 

　　③　商品

品　　　名 金　額（千円）

ラ イ フ ル 標 的
実 包
ガ ラ ス
そ の 他

1,214　
509　
607　
19　

合　　 　計 2,350　
　 　 　 

　　④　前払費用
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内　　　訳 金　額（千円）

田島造園緑化（有）
（株）清水企画

アクサ生命保険（株）
日本興亜損害保険

（株）

4,032　
500　
36　
19　

合　　　計 4,587　
　 　 

　負　債　の　部 　

　 　 

　　①　買掛金

相　　手　　先 金　額（千円）

秩父公園
（株）テレビ埼玉
（有）三笠商事
長瀞商業振興（有）

そ　の　他

111,865 
206 
35 
23 
19 

合　　　計 112,150 
　 　 

　②　未払費用 

相　　手　　先 金　額（千円）

電 気 料
従業員〆後給与
社会保険料

稲山公認会計士事務所
秩父市

北埼玉通信機工業（株）
そ の 他

278　
2,430　
1,012　

336　
318　
207　
172　

合　　　計 4,755　
　 　 

（３）【そ　の　他】

　 　 

　 　　　　　該　当　事　項　な　し
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第６　【提出会社の株式事務の概要】

事 業 年 度 　４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 　６月中

基　準　日 　３月３１日

株券の種類 　１株券、１０株券及１００株券の３種類び

剰余金の配当の基準
日

　規 定 な し

１単位の株式数 　

株式の名義書換え
取扱場所
代 理 人
取 次 所
名義書換手数料
新株交付手数料

　　　　　 　
本会社の本店において取り扱う。 
　設置しない。
設置しない。
未　　定
未　　定

単位未満株式の買取
取扱場所
代 理 人
取 次 所
買取手数料

　該 当 な し
該 当 な し
該 当 な し
該 当 な し

広告掲載新聞名 　官　　　報

株主に対する特典 　な　　　し

株式譲渡の制限 本会社の株式を譲渡するには、定款第９条により取締役会の承認を
要する。

　 　 

第７　【提出会社の参考情報】

　 　 

　１ 【提出会社の親会社の情報】

　 　 

　　当社は、法第２４条の７第１項に規定する親会社はない。

　 　 

　２ 【その他の参考情報】

　 　 

　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　 　 

　　（１） 有価証券報告書及びその添付書類

　 　 

　　 　事業年度（第23期）（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日）平成22年6月28日 関東財務
局長に提出

　 　（２） 半期報告書
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　　 　第24期中（自 平成22年4月1日　至 平成22年9月30日）平成22年12月27日 関東財務局長に提出
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第二部　【提出会社の保証会社等の情報】 

　 　　　　　　該当事項なし。 
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　　　　　　　　　　　　独立監査人の監査報告書 
　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年６月２５日 
　 
株式会社　秩父開発機構 
　取締役会　御 中 
　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　稲山公認会計士事務所 
　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　稲 山　十 四 助 
　 
　 
　 
　私は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経 
理の状況」に掲げられている株式会社 秩父開発機構の平成２１年４月１日から平成２２ 
年３月３１日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、 
株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。 
この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の立場から財務諸表に対する意 
見を表明することにある。 
　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 
監査の基準は、私に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ 
とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその 
適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示 
を検討することを含んでいる。私は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を 
得たと判断している。 
　 
　 
　私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ企業会計の基準に 
準拠して、株式会社 秩父開発機構の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をも 
って終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと 
認める。 
　 
　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上 
　 
　 
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その 
　　　　　原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保管している。 
　　　 ２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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　　　　　　　　　　　　独立監査人の監査報告書 
　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２３年６月２７日 
　 
株式会社　秩父開発機構 
　取締役会　御 中 
　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　稲山公認会計士事務所 
　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　稲 山　十 四 助 
　 
　 
　 
　私は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている株式会社 秩父開発機構の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日
までの第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、
キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経
営者にあり、私の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 
　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、私に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい
る。私は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
　 
　 
　私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ企業会計の基準に準拠し
て、株式会社 秩父開発機構の平成２３年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する
事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
　 
　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上 
　 
　 
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当
社が財務諸表に添付する形で別途保管している。 
　　　 ２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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